
施策名

施策に対する
基本的考え方

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

長期総合計画
後期基本計画
策定事業

東久留米市第５次長期総合計画
基本計画の計画期間が令和７年
度で満了することから、計画期
間を令和８年度から令
和１２年度までとする後期基本
計画を策定する。なお、策定に
必要な事項について、第５次長
期総合計画後期基本計画推進委
員会を設置し、審議・検討す
る。

56 - - -

庁内における検討組織である東
久留米市第５次長期総合計画後
期基本計画策定委員会および同
委員会専門部会を各２回開催、
外部意見聴取のための東久留米
市第５次長期総合計画後期基本
計画推進委員会を１回開催し、
前期基本計画期間内における各
基本的な事業の進捗状況の整理
や課題の抽出に取り組むととも
に、長期総合計画後期基本計画
策定の資料となる基礎調査報告
書の作成に取り組んだ。

企画調整課

令和６年度の取組み 所管課事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和７年度施策報告書（令和６年度振り返り）

持続可能な行財政運営

今後、人口減少が進み社会・経済の先行きに不確実さが増す中で、持続可能な行財政運営を進めていく必
要がある。ＡＩやロボティクス等のいわゆる革新的技術の活用や、行政の標準化・共通化など行政事務の
改善・改革に取り組むとともに、公共施設の計画的な老朽化対策や施設の統合など公共施設マネジメント
を推進していく。
複雑・高度化する行政課題への対応やスマート自治体への転換など、その社会背景に見合った人材を育成
する必要がある。職員一人ひとりが、高い専門性を身につけ、企画調整能力やコミュニケーション能力な
どを高めながら、より一層市民の負託に応えることができる組織をめざす。

行政改革の推進

・本市では、平成27年度に策定した「財政健全経営計画」に基づき、将来にわたり持続可能な行政運営を行っていく
ため民間活力も活用しながら行政サービスの適正化や事務の効率化など、さまざまな行財政改革に取り組んできた。持
続可能な行政運営を進めていくためには、社会情勢の変化や行政ニーズを的確に捉えた不断の改革・改善が求められ
る。将来にわたり基礎自治体として必要な市民サービスを提供していくため、引き続き効率的な行政運営が求められ
る。
・国はICTやAI等の活用、業務プロセスやシステムの標準化による業務効率化の推進など、スマート自治体への転換の
方針を示し、さらに行政サービスのデジタル化への集中改革に取り組むとしている。本市においてもスマート自治体へ
の転換に向けた事務改善を進めるとともに、引き続き、民間活力を活用しつつ、行政全般にわたる改革・改善に取り組
んでいく。
・本市では平成29年2月に策定した「公共施設等総合管理計画」に定める公共施設の総合的かつ計画的な管理に関す
る基本方針に基づき、公共施設全体の維持管理を進めている。総合管理計画では、築30年以上が経過する施設は、建
築系公共施設の7割を占めており、大規模改修等により老朽化対応が必要な施設が増えてきているとしている。また今
後、保有する全ての公共施設の更新需要に応えることは、極めて困難なものと見込まれる。そのため、単年度当たりの
財政負担の平準化を図りながら、施設保全の実行計画である「施設整備プログラム」に基づき公共施設の長寿命化のた
めの改修を行うとともに、行政ニーズの変化に対応した施設の再編を進めていく。



広域行政圏協
議会参画事業

広域的な行政課題に対して連
携・協調を深めながら、多摩北
部地域づくりを進めるため、東
久留米市を含む近隣５市で構成
する多摩北部都市広域行政圏協
議会に参画する。

3,264 4,686 ▲ 1,422 69.7

・広域行政圏協議会に3回、同
協議会審議会に2回、同協議会
幹事会に4回参加し、広域的な
行政課題について協議した。
・障害のある方の絵画、工作、
陶芸品などの作品を展示する多
摩六都フェア「ぴゅああーと
展」を開催した。選考会で専門
家に選出された作品96点を展
示した。

企画調整課

まち・ひと・
しごと創生総
合戦略推進・
進捗管理事務

人口の減少に歯止めをかけ、持
続的で魅力あるまちづくりへと
つなげるべく、まち・ひと・し
ごと創生総合戦略で掲げた基本
目標や具体的な施策に基づく重
要業績評価指標（ＫＰＩ）の進
捗管理・点検を行う。

0 0 0 -

まち・ひと・しごと創生総合戦
略の各基本目標において設定し
ている施策ごとに進捗状況を検
証する指標である重要業績評価
指標（ＫＰＩ）を元に、各取り
組みの進捗について点検・評価
を行った。

企画調整課

デジタル田園
都市国家構想
総合戦略推進
事業

地域の個性や魅力を生かした地
域ビジョン（地域が目指すべき
理想像）を再構築したうえで、
これまでの「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を改訂し、そ
のビジョンの実現に必要な取り
組みを実施すべく、デジタル田
園都市国家構想総合戦略を策定
する。

38 152 ▲ 114 25.0

令和5年12月に策定した「東久
留米市デジタル田園都市国家構
想総合戦略」について、10月
に総合戦略の進捗状況を所管課
に確認し、外部有識者から構成
される「東久留米市デジタル田
園都市国家構想総合戦略推進委
員会」を1回実施した。

企画調整課

市政運営上の
課題調整事業

市行財政の重要施策等につい
て、政策会議・庁議にて審議・
判断を行う。市政運営上の課題
については、その解決に向けた
調整等を行う。その他、各市企
画担当課等との連絡・調整を行
う。

0 0 0 -

・市行財政の重要施策等につい
て、審議・判断を行うために政
策会議を20回、庁議を33回開
催した。
・市政運営上の課題について、
その解決に向けて担当部と理事
者が協議する理事者課題協議を
2回実施した。

企画調整課

文書関係事務

公文書及び公印の管理を適正か
つ迅速に行う。公文書の施行の
手段として市内及び都庁交換便
を利用し、公文書の保管及び保
存にはファイリング・システム
及び文書管理システムを利用す
る。また、保存年限の満了した
公文書の廃棄を行う。

16,989 16,380 609 103.7

公文書及び公印の管理・保存・
廃棄を適切に行うとともに、文
書管理システムの安定した利用
による電子決裁の実施により
ペーパレス化を進めている。

総務課

市民アンケー
ト調査事業

さまざまな事業に対する市民意
見を聴取するため、市内の18
歳以上の市民から無作為抽出し
た2,000人にアンケート調査票
を郵送し、回収したデータを統
計処理して取りまとめる。

912 936 ▲ 24 97.4

令和6年4月から5月の期間にお
いて、市民アンケート調査を実
施し、取りまとめ結果をホーム
ページ等にて公表した。なお、
回答数は685件(34.3%)であっ
た。

行政経営課



行財政改革推
進事業

戦略的かつ能率的な行政運営を
推進するため、東久留米市経営
戦略本部を設置し、デジタル・
トランスフォーメーションの推
進、財政健全経営計画実行プラ
ンの改訂・進捗管理、指定管理
者モニタリングの実施などを行
う。

0 0 0 -

令和6年度は、経営戦略本部を
計11回開催し、東久留米市Ｄ
Ｘ推進方針の改訂、財政健全経
営計画（改定版）〔実行プラ
ン〕の改訂、近未来型市役所実
現ビジョンの策定などを実施し
た。

行政経営課

市長会参画事
業

全国市長会、東京都市長会等と
の連絡調整及び負担金の支払
い。会議等への参加、国や都へ
の予算要望活動。

3,044 2,908 136 104.7

市長会への参加を通して、各市
間の連絡協議、課題共有によ
り、単独で実現困難な事案につ
いて共同で解決に向け取組みを
行った。

秘書広報課

会計年度任用
職員社会保険
料等事務

加入・脱退等各種保険手続き 220,672 179,962 40,710 122.6

会計年度任用職員への適正な保
険管理に資するため、各職場に
配置されている会計年度任用職
員に対し、社会保険や雇用保険
の加入及び脱退等の手続きを
行った。

職員課

庁内業務系シ
ステム運用保
守事務

年度毎の法改正等に対応するた
めのシステム（プログラム）修
正などのシステム保守及び機器
の保守を実施する。

188,397 139,220 49,177 135.3
児童手当法改正をはじめとする
法改正への対応を目的としたシ
ステムの改修を実施した。

行政経営課

庁内情報系シ
ステム運用保
守事務

年度毎の利用実態等に対応する
ためのシステム（プログラム）
修正等のシステム保守及び機器
の保守を実施する。

260,631 182,815 77,816 142.6

庁内ネットワークに係る無線Ｌ
ＡＮ環境整備に伴い、環境構築
及びネットワーク機器等の更新
作業を実施した。

行政経営課

施設予約シス
テムサービス
事業

市内在住・在勤者がインター
ネットを介して公共施設の空き
状況の検索・予約を３６５日２
４時間行うための施設予約サー
ビスを各施設の所管課が円滑に
利用できるよう、システムを運
用する。

2,145 2,145 0 100.0

市内在住・在勤者が円滑に公共
施設の予約ができ、また、応募
者が多数の場合の抽選に関して
も公正・公平を保ち運用を行っ
た。

行政経営課

電子申請サー
ビス事業

市民がインターネットを介して
申請・届出を３６５日２４時間
行うための電子申請サービスを
各手続きの所管課が円滑に利用
できるよう、システムを運用す
る。また、公正・公平な入札を
実現するとともに、共同運営に
よる効率化・省力化を図るた
め、電子調達サービスにかかる
システムを運用する。

14,763 13,726 1,037 107.6

東京電子自治体共同運営協議会
の電子申請サービスにかかるシ
ステムの運用の他、LoGO
フォームを活用し、庁内・庁外
からの申請を幅広く受け付け
た。また、電子調達サービスに
おいても公正・公平なシステム
運用を行った。

行政経営課



DX推進事務事
業

・東久留米市ＤＸ推進アドバイ
ザー設置要綱に基づき、ＤＸ推
進アドバイザーより、ＤＸ推進
に係る事業及び電子計算組織の
管理運営に関する助言や支援を
受ける。
・東久留米市ＤＸ推進方針に基
づき、お手間を取らせない市役
所を目指すため、ＬＩＮＥを活
用した様々な手続きを実施でき
るように、ＬＩＮＥ公式アカウ
ントを導入する。

12,129 264 11,865 4594.3

・令和６年４月から令和７年３
月までの期間において、アドバ
イザーから計8回の支援を受け
た。
・令和６年９月からＬＩＮＥを
活用したオンライン市役所を開
始し、市ＬＩＮＥ公式アカウン
トから、小中学校・学童保育所
の欠席連絡や各種オンライン申
請など様々なサービスが利用で
きるほか、市の情報を配信して
いる。なお、導入にあたって
は、デジタル田園都市国家構想
交付金（補助率1/2）も活用
し、財政負担の低減にも努め
た。

行政経営課

基幹業務等シ
ステムの統
一・標準化事
業

国が示す仕様に従い、自治体の
主要な20業務を処理するシス
テムについて、令和７年度末ま
でに標準準拠システムへ移行す
ることができるよう仕様の調整
等を実施する。

441,361 60,798 380,563 725.9

総務省策定「自治体DX推進計
画概要」の重点取組事項の一部
である「自治体の情報システム
の標準化・共通化」について、
準備作業として、現行システム
調査や Fit&Gap 分析による現
行業務と標準仕様書との差分の
整理を実施した。

行政経営課

施設保全計画
推進事業

公共施設を長く安全に、かつ利
用者の皆様が快適に利
活用できるよう、庁内統一的な
施設保全のルールとして、保全
のあり方や具体的な保全業務の
推進方法を示す。

441 881 ▲ 440 50.1

施設管理者において定期点検等
を実施し、提出された不具合に
ついて、安全面・緊急性等を基
に施設保全の優先度を検討し
た。

施設建設課

住民情報シス
テム共同利用
事業

近隣の小平市・東村山市と共に
住民情報系システムの再構築を
行い、システムの共同利用を実
施する。

158,037 146,356 11,681 108.0

令和４年１月より本格運用を開
始しており、令和６年度は安定
稼働に向けて、担当課及び２市
（小平市・東村山市）と課題の
共有等を行った。

行政経営課



公共施設マネ
ジメント推進
事業

「公共施設等総合管理計画」や
「未来志向の公共施設の考え
方」に基づき、ハード面のスリ
ム化やソフト面の効率化につい
て、市全体を俯瞰した公共施設
マネジメントの観点から公共施
設マネジメント推進委員会等に
おいて検討を行い、これからの
50年間を見据えた未来志向の
公共施設マネジメントを推進す
る。

441 0 441 -

「東久留米市公共施設の現状と
喫緊の課題」を取りまとめ、公
共施設マネジメントにおいてま
ず取り組むべき事項を整理し、
コストを削減しつつ複数課題の
同時解決に向けて様々な事業を
一体的に整理した「喫緊の課題
解決に向けた想定スケジュー
ル」に沿った取り組みを、施設
所管課と連携しながら推進し
た。また、市職員及び市議会議
員向けの研修を実施し、喫緊の
課題の共有と解決に向けた取り
組みについて周知を図った。
一方、50年先を見据えた取り
組みとして、公共施設に係る各
種基礎情報の総合的な整理・分
析を行う「公共施設のスリム化
に向けた基礎調査」を令和６年
度から８年度にかけて実施し、
６年度は市公共施設の６割以上
を占める学校施設について、将
来人口推計等から将来の適正規
模・適正配置の検討を実施し
た。

行政経営課

AI・RPA利用
推進事業

事務の効率化を図るため、東久
留米市ＤＸ推進方針に基づき、
ＡＩやＲＰＡなどのデジタル技
術を積極的に活用し、業務改善
に取組んでいく。

6,194 4,532 1,662 136.7

窓口業務の処理の一部をＲＰＡ
を活用することにより自動化を
実施した。また、議事録をＡＩ
が生成するツールを活用するこ
とにより業務の効率化を図っ
た。

行政経営課

公民連携の推
進事業

市と民間事業者が連携して、そ
れぞれの強みや創意工夫を活か
した事業実施への取組みを推進
する。
産・官・学のそれぞれの強みや
特性を活かし包括的に連携する
ことにより、地域の活性化、市
民サービスの向上等を図ってい
く。

0 378 ▲ 378 0.0

・市民サービスの向上および一
層の地域活性化を図ることを目
的としたコカ・コーラ ボトラー
ズジャパン株式会社との包括連
携に関する協定の推進を諮っ
た。
・市の課題に迅速かつ的確に対
応し、一層の活性化および市民
サービスの向上を図ることを目
的とした日本郵便株式会社との
「包括的連携に関する協定」を
締結した。

企画調整課



旧下里小学
校・生涯学習
センターのあ
り方検討事務

令和４年度の施設所管課ヒアリ
ングで抽出した課題等をもと
に、今後のあり方等について優
先的に検討することとした「旧
下里小学校」と「生涯学習セン
ター」の２施設についての検討
を推進する。

37 0 0 -

旧下里小学校は「行政利用」、
生涯学習センターは「複合化建
替え」に向け、それぞれの具体
案の議論を行った。旧下里小学
校は喫緊の課題解決のための
「学校施設建替え時の仮校舎」
及び「本庁舎大規模改修時の仮
庁舎」としての利用を行政利用
の有力な候補とし、耐力度調査
の実施に向けた整理を行った。
生涯学習センターは、複合化建
替えに向けた施設コンセプトや
盛り込む機能の検討を開始し
た。検討の参考とするため、市
長をはじめとした経営戦略本部
員にて、他自治体の先進施設と
市生涯学習センター及び中央図
書館の見学を実施し、意見交換
を行ったほか、市民の声を聞き
ながら検討を進めていくため、
新複合施設に期待することなど
についてアンケート調査を実施
した。

行政経営課



基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

予算編成事務
限られた財源で、計画的で持続
可能な行政運営を行うための予
算を編成する。

260 272 ▲ 12 95.6
当初予算編成のほか、補正予算
（1～15号）編成を行った。

財政課

決算資料作成
事務

「主要施策の成果説明書・財政
指数表」などの決算資料を作成
する。

87 72 15 120.8

「主要施策の成果説明書・財政
指数表」のほか、財務書類の作
成や、健全判断比率等の算定を
行い、ホームページでの公表を
行った。

財政課

地方債管理事
務

起債についての協議・届出及び
資金の借入先への借入申請を行
う。また、起債管理システムに
より地方債残高、元利償還金の
管理を行い、定期的に地方債の
償還を行う。

80 83 ▲ 3 96.4

事業の進捗状況を考慮し、公共
事業や建設事業等の経費約12
億円に対して、約9億円の地方
債の借入を行ったほか、財政融
資等に対して、約23億円の地
方債元利金の償還を行った。

財政課

普通財産管理
事務

土地の賃貸借契約及び維持管
理、道路残地等の売却

3,875 2,848 1,027 136.1

普通財産の維持管理及び処分を
行った。また、スペース１０５
の照明器具のＬＥＤ化工事を実
施した。

管財課

入札・契約事
務

東京電子自治体共同運営電子調
達サービスを利用して入札参加
者の資格審査及び電子入札を行
い、財務会計システムを使用
し、業者選定と契約締結事務を
処理している。また、庁内全課
の特命随意契約について、管財
課長合議を行っている。

111 183 ▲ 72 60.7

入札参加者の資格審査を行い、
工事、修繕及び業務委託並びに
物品の購入等に伴う入札及び契
約締結を行った。令和６年度は
全庁的に財務会計システムの電
子決裁を開始し、また、管財課
契約案件においては電子契約を
導入した。

管財課

計画的な財政運営

・本市においては、少子高齢化の進展により生産年齢人口の割合が低下し、市税収入が減少傾向となる一方、高齢者人
口の増加などに伴う社会保障関係費の増加が見込まれるとともに、築年数の経過した公共施設の維持更新などにも多額
の費用が必要になるなど、今後も厳しい財政運営が見込まれる。市民が必要としている公共サービスを維持し、持続可
能な財政運営を行っていくには、効率的かつ効果的な事業の実施を通じた一般財源負担の抑制や国・都の補助制度の有
効活用など、あらゆる財源の確保に努め、身の丈に合った計画的な財政運営に取り組む必要がある。安定的に歳入を確
保していくために、市税の適正な課税と納付環境の整備などによる徴収率の維持・向上を図るとともに、引き続き、統
一的な管理体制のもと、未収入債権処理の取り組みを進める。また、使用料、手数料についても、受益者負担の適正化
に努める。
・起債（市債）については、過度な後年度負担とならないよう十分に配慮し、計画的な活用を図る。年度間の財源調整
や災害等緊急時対応を目的とする財政調整基金は、計画的な運用に努める。その他の特定目的基金については、将来の
行政需要を考慮に入れた積み立てを行うとともに、適正な管理のもと有効活用していく。
・本市では、資産などのストックや、減価償却費などの見えにくい行政コストの情報を公開する公会計制度に沿って、
財務諸表や固定資産台帳の作成を行っている。財務諸表や固定資産台帳の適正な管理とともに、施設単位の財務分析な
ど新たな活用へ向けた取り組みを進める。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



市民税・都民
税（個人）賦
課事務

申告書等の賦課資料を基に市民
税・都民税を賦課し、税額通知
書を納税義務者及び特別徴収義
務者へ送付する。5月から6月
に当初の賦課決定を行った後、
随時賦課決定及び更正の決定を
行う。また、7月から8月には
扶養是正調査を、9月から11月
には未申告調査を実施する。

16,560 16,622 ▲ 62 99.6

東京都や他市との情報交換等
や、研修などで、職員のスキル
アップを図った。東村山税務署
と連携し、税申告の電子化の周
知を実施した。令和６年度の市
民税・都民税における定額減税
を実施した。

課税課

法人市民税申
告納税事務

事業年度終了２ヵ月後までに提
出される法人市民税の申告書を
精査し、申告納税額の調定を行
う。申告期限までに申告書の提
出がないものについては督促を
するとともに、都の通知等を基
に更正決定を行う。

383 440 ▲ 57 87.0

東京都や他市との情報交換等
や、研修などで、職員のスキル
アップを図った。住民情報シス
テムの共同利用により、事務に
要する費用の削減を図った。

課税課

固定資産税・
都市計画税賦
課事務

現況調査及び登記済通知書（表
示、権利）により課税客体を把
握し、課税額を決定後、対象者
に納税通知書を送付する。

34,127 33,636 491 101.5
東京都や他市との情報交換等
や、研修などで、職員のスキル
アップを図った。

課税課



諸税賦課事務

軽自動車税種別割について、随
時提出される軽自動車税申告書
等を精査し、4月1日現在の所
有者に軽自動車等の税率に応じ
た賦課決定を行う。市たばこ税
について、売り渡した月の翌月
末日までに提出される市たばこ
税申告書を精査し申告納税額の
調定を行う。

1,538 1,604 ▲ 66 95.9

東京都や他市との情報交換等
や、研修などで、職員のスキル
アップを図った。軽自動車保有
関係手続のワンストップサービ
スが開始されたことにより、電
子化手続の促進が図られた。

課税課

収納管理事務

市税等の収納消込を行い、督促
状の発付や過誤納金の充当還付
を行う。また、口座振替の受付
とその促進を行う。

106,732 92,014 14,718 116.0

法令の定める督促状の発付や過
誤納金の充当還付を遅滞なく進
めた。また、口座振替について
はキャンペーン事業を実施して
促進を行った。

納税課

滞納整理事務

市税等の滞納者に対して、電
話・文書（催告書）等による催
告や財産調査等を行い、差押え
等の滞納処分を行う。

6,192 5,443 749 113.8
自動電話催告等を導入し、事務
の効率化を図った。

納税課

再生可能エネ
ルギー等を活
用した非常用
電源確保事業

本庁舎へ太陽光発電パネル及び
蓄電池を設置し、災害等による
停電発生時の非常用電源として
活用するとともに、平時のエネ
ルギーマネジメントに資する。

3,193 178,656 ▲ 175,463 1.8
令和５年度に導入した太陽光発
電パネル及び蓄電池の稼働及び
保守管理を実施した。

管財課

フィルムコ
ミッション事
業

下里小学校跡地について、公共
施設の適正配置の検討の方向性
を見出すまでの間、ロケ地とし
て活用することで公有財産の有
効活用を図る。

0 0 0 -

旧下里小学校の利活用が決定さ
れるまでの暫定的な取り組みと
して、教育目的に利用する日時
を除く範囲において、旧下里小
学校の北校舎、体育館及び校庭
を映像コンテンツの撮影に活用
した。令和6年度の利用件数
は、下記のとおり。
・ロケーションハンティング：
64件
・撮影：69件（映画：5件、ド
ラマ30件、バラエティ：7件、
CM：10件、PV：3件、MV：
9件、出版物：1件、その他：4
件）
・その他準備作業等：5件

企画調整課



基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

給与等管理事
務

昇給、昇格、各種手当、各種控
除、時間外管理、産休・育休の
管理及び市町村共済組合掛け
金・負担金の徴収・支払い、各
種調査の回答、職員の勤務管理
など

8,874 8,669 205 102.4

職員の出退勤情報の把握及び勤
務実績の評価を行い、地方自治
法・地方公務員法に基づき、適
正な給与を正確に定まった期日
に支給した。

職員課

人事評価事務

東久留米市人事評価制度の実施
に係る要綱に基づき実施。全職
員に業績評価及び能力評価を実
施し、絶対評価で総合評価を行
い、被評価者に評価結果を開示
する。また、総合評価結果に基
づき、処遇への反映を行う。

0 0 0 -

能力・業績を公正に把握し、能
力・実績に基づく人事管理を行
うことにより、人材育成に努
め、住民サービスの向上を図っ
た。

職員課

市町村公平委
員会事務

東京都市町村公平委員会への負
担金の支払いと諸手続

829 827 2 100.2
東京都市町村公平委員会への負
担金の支払いを行った。

職員課

職員研修事務

市独自研修（管理職研修・新任
職員研修・メンタルヘルス研修
等）の実施、東京都市町村職員
研修所研修（管理職研修・監督
職研修・新任研修・法務研修・
情報処理研修等）、専門研修
（外部団体が実施する専門分野
に関する研修）への研修生派遣
等を行う。

11,714 11,786 ▲ 72 99.4

市独自研修（新任職員研修、人
事評価者研修、キャリアパス研
修等 ３４件）を実施し、東京都
市町村職員研修所・専門研修へ
研修生を派遣した。全職員のデ
ジタルリテラシー及び改革・改
善意識の向上のため、東京デジ
タルアカデミー等が実施する研
修を活用した。職員一人ひとり
のスキルアップに資する環境整
備の取組みとして、国や東京都
等がインターネット上に公開す
るＤＸに関する自主学習コンテ
ンツを取りまとめて職員へ提供
した。

職員課

職員健康管
理・支援事務

産業医・嘱託医・嘱託保健師・
嘱託臨床心理士による面談、病
気休職者の職場復帰支援、予防
接種等

6,860 6,206 654 110.5

法令等に基づく産業医・保健師
による定期健康診断有所見者へ
の保健指導、長時間労働者への
保健指導や、職員の健康管理・
支援、病気休職者の職場復帰支
援等を目的とした産業医・保健
師・臨床心理士による心身の健
康に関する面談等を実施した。

職員課

人材の育成と活用

・市民ニーズが多様化・複雑化し、刻々と変化する社会情勢のなかで、専門的な知識を持ち、地域のために貢献できる
職員が求められている。本市では、「東久留米市職員人材育成基本方針（改訂版）」を策定し、人材の育成に努めてい
る。これまで個々の能力・業績を評価する人事評価制度の本格実施や効果的な研修の実施、ワークライフバランスの支
援など、「人材の育成と活用」に向けたさまざまな取り組みを行ってきていく。
・人口減少社会にあっても自治体が持続可能な行政サービスを提供し続けるため、最小の職員数で最大の効果を上げる
職員体制を構築することが重要である。職員の定員管理については、財政健全経営計画のなかで、定員管理の適正化に
努める。
・働き方改革や職員任用の在り方など職員を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、引き続き効率的かつ効果的な行政サー
ビスの提供が行えるよう人材の育成と体制の整備に取り組む。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



職員健康診断
事務

各種健康診断及びストレス
チェック

8,986 8,935 51 100.6

職員の心身の健康維持のため、
法令等に基づく各種健康診断
（常勤・再任用・会計年度任用
職員への健診、特定業務従事者
への健診）を各１回、採用時健
診を５回、ストレスチェックを
１回実施した。また、健康診断
未受診者については、人間ドッ
ク等の検査結果の報告依頼をす
るなど職員の健康管理に努め
た。

職員課

職員福利厚生
事務

共済組合の短期給付・長期給
付・貯金・貸付等事務、共済会
の給付・貸付等事務及び職員の
各種保険事務等。

53 51 2 103.9

各職員の申請及び請求等に対す
る共済組合・共済会の各種手続
き、全国市長会関連保険加入手
続き等、職員の福利厚生に係る
事務を実施した。

職員課

公務・労働災
害補償事務

正規職員、非常勤職員の公務災
害、労働災害、通勤災害などの
各種認定請求、各種保障の請
求・給付及び労働保険料、公務
災害負担金の納付

6,070 4,653 1,417 130.5

公務災害、労働災害、通勤災害
などの各種認定請求の手続きを
行った。また、公務災害負担金
の納付、労働保険料の納付を
行った。

職員課

会計年度任用
職員任用事務

辞令の発令、期末手当計算書、
勤務条件整備、法定調書電子化
に伴う事務

52,267 38,839 13,428 134.6

正規職員の中途退職及び育児休
業等による欠員を補完するた
め、補助的な、またはより専門
的な業務を行う人材として職場
に配置した。

職員課

労働条件調整
事務

職員団体、労働組合との交渉・
協議を行い、労働条件等の整備
を図っていく。

0 0 0 -

労働条件にかかわる諸施策を円
滑に進めるため、職員団体・労
働組合との協議及び交渉を行っ
た。

職員課


